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１．平成１６年度１．平成１６年度 決算の概要決算の概要

▲５１▲２４８特別損益

不良債権処理額

＋３４２１２１７７業務純益

▲４３１４３１８６

▲４９▲６４▲１４一般貸倒引当金繰入額

物件費

人件費 ▲１０１８１１９２

役務取引等利益

資金利益

＋１１５１３９当期純利益

＋６５８７２１経常利益

＋３１▲１２４▲１５６臨時損益

＋５１５１１４５

▲４３５２３５６経費

＋１４５４３

▲２０４９９５１９業務粗利益

＋１４

▲７

▲１０

増減

８４７０税引前当期純利益

１３８１４５コア実質業務純益（※）

４４０４５１

16年度15年度 ＜主な要因＞

※銀行の本来業務で計上された利益
（債券関係損益等を除く利益）

（単位：億円）

平成１６年度決算は、有価証券利息の減少分を役務収益増強および経費削減によりカバーする一方、与信関
係費用の減少により、経常利益が大幅に増加。

７８１７１ ▲９２

貸出金利息はほぼ前年並みだが、
有価証券利息は９億円減少

人件費の圧縮を中心に、積極的な
経費削減を実施

新紙幣対応や事務委託費増加等
により物件費は増加

与信関係費用は大幅に減少

１５年度は厚生年金基金代行部分
の返上益を計上

２



２．預金等の状況２．預金等の状況

892
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1,830
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2,507
148

0

1,000

2,000

3,000

15/3 16/3 17/3

公共債 投資信託 生命保険

（億円）

（億円）

●総預金（譲渡性預金含む）残高の推移

●預かり資産残高の推移

個人預金の増加を主要因として、総預金は２兆５，９６３億円と、対前年度比５５億円増加。

預かり資産残高も個人向け国債や投資信託を中心に、増加基調で推移。
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17,500

18,000

15/3 16/3 17/3

25,963
25,908

25,598

25,000

25,500

26,000

26,500

15/3 16/3 17/3

●個人預金残高の推移

（億円）

55億円

増加

145億円

増加

３



 

３．貸出金の状況３．貸出金の状況

（億円）

●総貸出金・国内コア貸出金残高の推移

●中小企業等向け融資への取組状況

（１７年３月末現在）

4,914

4,583

4,113

3,500

4,000

4,500

5,000

15/3 16/3 17/3

16,984

17,439
17,706

16,429

16,939

17,497

16,000

16,500

17,000

17,500

18,000

18,500

15/3 16/3 17/3

総貸出金 国内コア貸出金

●消費者ローン残高の推移

（億円）

中小企業向けご融資や消費者ローンへの積極的取組みにより、国内コア貸出金は増加傾向で推移。

中小企業等向け貸出金
1兆2,419億円

総貸出金に占める割合
70.1%

（余資運用としての本部低利貸出等を除く貸出金）

267億円

増加

331億円

増加

大・中堅企業
2,809億円
（15.9%）

地公体等
2,478億円
（14.0%）

４



４．福島県内における預貸金のシェア４．福島県内における預貸金のシェア

13.4%

37.3% 37.8%
37.9%

37.6%

18.0% 17.8%
18.1% 17.8%

19.7% 19.7% 19.8%19.6%

14.5%13.5%15.2%

0%

10%

20%

30%

40%

15/3 15/9 16/3 16/9

当行
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信用金庫

信用組合
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●福島県内貸出金シェア（農協・政府系金融機関等を除く）

●福島県内預金シェア（郵貯・農協・政府系金融機関等を除く）

14.2%

33.5%

35.1%
35.2%

33.9%

21.4% 20.6%21.1% 20.9%
16.9% 16.4% 16.5%17.1%
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預かり資産の積極的推進により、
福島県内の預金シェアは横這い

消費者ローンの増加等により県内
貸出金シェアは着実に増加

（除く本部貸）

（福島県内）

５



５．有価証券の状況５．有価証券の状況

その他

債券

株式

▲９７６６４３１８２

９，８９５３，５９０２１，６４３

１４，２９１１１，３３６▲３４９

２３，２１０１５，５６９２１，４７５有価証券

17/3末
評価損益

16/3末
評価損益

15/3末
評価損益

4,8504,3704,031

1,002

1,1991,510

1,7641,828
2,074

550505385

9,1088,7508,840

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
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国債 地方債 社債 株式 その他

●有価証券評価損益の状況

１．３２０％１．４３５％０．７００％10年国債利回り

１１，６６８１１，７１５７，９７２日経平均株価

（億円）

●有価証券ポートフォリオの構成推移

有価証券は国債・地方債・社債を中心に、安全性・流動性を考慮して運用。

株式・債券を中心に評価損益増加し、有価証券含み益は前年度比７６億円増加となる２３２億円。

（百万円）

（円）

358億円

増加

６



６．資金利益の状況６．資金利益の状況

●資金利益の推移 ●運用利回り

2.12
2.05

2.22

1.27

1.22

1.52

1.0

1.5

2.0

2.5

14年度 15年度 16年度

国内コア貸出金 有価証券利回り

＜主な要因＞
有価証券利息 ▲９億円

（億円）

（％）

金利リスク削減に向けた債券デュレーションの短期化等による有価証券利回りの低下により、資金利益は
前年度比▲１０億円となる４４０億円を計上。
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14年度 15年度 16年度

資金利益
国内コア貸出金利息
有価証券利息

●資金利益対前年度比▲１０億円の内訳国内コア貸出金利息はほぼ
横這い

有価証券利息は、平残・利回
り共に低下し９億円減少

金利リスク削減による
有価証券利息の減収分が
資金利益の減少に影響

1０億円
減少

７



７．７．役務取引等利益の状況役務取引等利益の状況
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9,923
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0
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収益 費用 利益

967

742

377

0

200
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14年度 15年度 16年度

公共債 投資信託 生命保険

●役務取引等収支の推移

（百万円）

●預かり資産関連手数料の推移

預かり資産関連手数料の増加等により、役務取引等収益が着実に増加。

役務取引等利益
4,556百万円

（百万円）

＜16年度役務取引等収益の主な内訳＞
受入為替手数料 4,244百万円
口座振替手数料 1,145百万円
預かり資産関連手数料 967百万円
アイワイバンク関連手数料 638百万円

８



８．８．経費の状況経費の状況

198 192 181

146 145 151

352356363
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14年度 15年度 16年度

人件費 物件費 税金

1,961
2,047

2,173
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2,000

2,500

15/3 16/3 17/3

●経費の推移

（億円）

（人）

●行員数の推移

人件費：前年度比▲１０億円

物件費：前年度比＋５億円

人員圧縮等により人件費は減少。物件費は新札切替関連費用等の一時的な負担発生により増加。

●主な要因

○新紙幣対応に伴う各種出納機器の更改・改造

○ＰＲＯＢＡＮＫ稼働に伴う運用経費の物件費計上

4億円

減少

９



９．不良債権の状況９．不良債権の状況

418
266 170

495

871

449
499

529

506

580
513 503

0

500

1,000

1,500

2,000

14/3 15/3 16/3 17/3

要管理債権 危険債権 破産更生債権等

6.73

5.01

7.27

8.45

10.35

9.08

6.63

5.46
4

6

8

10

12

14/3 15/3 16/3 17/3

不良債権比率 部分直接償却後

●金融再生法開示債権の推移 ●金融再生法開示債権比率の推移

企業再生支援、債権売却等に積極的に取組み、不良債権比率は６．７３％（部分直接償却後（※）５．０１％）まで低下。

（億円）

1,873

1,448

1,279
1,204

ピーク時より
669億円減少

（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸
倒引当金の計上ではなく、貸倒償却として債権額から直接減額すること。

（ピーク時）
（ピーク時）

ピーク時より
3.62%低下

●信用コスト比率の推移

一般貸倒引当金繰入額

不良債権処理額

0.33%0.44%1.01%0.54%信用コスト比率（（ａ）／（ｂ））

18,28817,63317,00717,248貸出金平残（ｂ）

0▲64▲1425

6014318668

607817194与信関係費用（ａ）

17見込16年度15年度14年度

（億円）

１０



１０．自己資本比率（単体）の状況１０．自己資本比率（単体）の状況
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10.27
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7.947.73
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9.5
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自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率

繰延税金資産

ＴｉｅｒⅡ（※）

ＴｉｅｒⅠ

▲５．９４％１８．８７％２４．８１％ＴｉｅｒⅠに占める
繰延税金資産比率

＋１４８２４８９９

▲５４２０３２５７

＋３９１，０７８１，０３８

＋１８８１，３２７１，１３８自己資本

前年度比17年3月末16年3月末

●自己資本の内訳と繰延税金資産比率●自己資本比率の推移

内部留保の拡充に加え、劣後社債１５０億円発行により、国内基準４％を大きく上回る１０．２７％（国際基準では
１１．０６％）、ＴｉｅｒⅠ比率でも８．３５％の水準を確保。またＴｉｅｒⅠに占める繰延税金資産比率も着実に低下。

（％）

（億円）

●内部留保の拡充

地域の皆さまからの更なる信頼を獲得するため、当行では役職
員一丸となって内部留保の拡充に努めており、今後も自己資本
の充実を最重点課題として取組んでまいります。ＴｉｅｒⅠ＝中核自己資本

※ＴｉｅｒⅡ：一般貸倒引当金・土地再評価差額および劣後社債等

１１



ＡＡＡ

ＡＡ

Ａ

ＢＢＢ

ＢＢ

Ｂ

ＣＣＣ

ＣＣ

Ｃ

Ｄ

当行は㈱日本格付研究所より「ＡＡＡＡ」、Ｓ＆Ｐより「ＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢ+」の高い評価を受けています。

日本格付研究所
「Ａ」

Ｓ＆Ｐ社
「ＢＢＢ+」

当行の格付け

（平成１７年５月現在）

１１．１１．格付けの状況格付けの状況

【格付け】

経営の健全性と安定性に関しては客観的な評価が大切で
あり、「格付け」は、利害関係のない第三者である格付機関
が企業の信用度や債務履行などを簡潔な記号で表したもの。

【日本格付研究所】

日本の代表的な格付け機関

【Ｓ＆Ｐ（スタンダード＆プアーズ）社】

ニューヨークに本社を置き、米国最大かつ世界に信頼され
ている格付機関。日本での格付け実績は300社を超え、世
界での実績は数千社にのぼる。

１２



１２．平成１７年度の業績見通し１２．平成１７年度の業績見通し

▲７▲９▲２特別損益

不良債権処理額

▲６２１５０２１２業務純益

▲８３６０１４３

＋６４０▲６４一般貸倒引当金繰入額

物件費

人件費 ▲５１７６１８１

役務取引等利益

資金利益

＋４５５５１当期純利益

＋１８１０５８７経常利益

＋７９▲４５▲１２４臨時損益

＋１０１６１１５１

＋５３５７３５２経費

＋１９６４４５

＋９５０８４９９業務粗利益

＋１１

＋１２

＋３

増減

９５８４税引前当期純利益

１５０１３８コア実質業務純益

４４３４４０

17年度見通し16年度

（単位：億円）

＜主な要因＞

平成１７年度決算は、不良債権処理額の大幅な減少を主要因として、最終５５億円の利益を確保できる見通し。

貸出金利息１６億円増加、有価証
券利息１１億円減少を見込む

関連会社への事務委託手数料の
計上方法を変更
（１６年度は役務取引等費用に１７
億円、１７年度は物件費に１３億円
計上）

貸出金増強・役務収益増強を考慮
した積極的な予算

７８ ６０ ▲１８
与信関係費用は前年度をさらに下
回る見込み

固定資産の減損会計を適用

最終５５億円の純利益を確保
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ⅡⅡ．経営方針・経営計画．経営方針・経営計画
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１．東邦銀行のめざす姿１．東邦銀行のめざす姿

★社会的使命

～地域を見つめ、
地域とともに

私たちは、
地域を見つめ、
地域と共に歩み、
総合的な金融ｻｰﾋﾞｽ
をもって「ふくしま」の
発展とお客さまの
豊かなくらしづくりの
ために力を尽くします。

【企業理念】

★行動規範

～新しい感覚と
柔軟な発想をもって

私たちは、
ふるさと「ふくしま」を
愛し、新しい感覚と
柔軟な発想をもって
自分を磨き、お客さま
の信頼に応えることを
喜びとします。

★経営姿勢

～お客さまの
満足のために

私たちは、
進取・積極の精神と
健全な姿勢を基本
とし、心が通いあう
活きた組織をもって
お客さまの満足の
ために汗を流します。

【行動指針】

★私たちの
「いちばん」宣言

１．ふるさとを愛する心がいちばん
２．お客さまの笑顔がいちばん
３．仲間を思いみんなで考えるのが

いちばん
４．しなやかな発想、はっきりした主張

がいちばん
５．プロとしての責任ある仕事が

いちばん
６．現場からの声がいちばん
７．がんばった人がいちばん

【目指すべき銀行像】

２１世紀のベスト・リージョナルバンク
～お客さま・地域からの信頼に応え、市場・株主からも高く評価される金融グループ～



２．中期経営計画の体系図２．中期経営計画の体系図

２１世紀のベスト・リージョナルバンク２１世紀のベスト・リージョナルバンク２１世紀のベスト・リージョナルバンク２１世紀のベスト・リージョナルバンク
～お客さま・地域からの信頼に応え、市場・株主からも高く評価される金融グループ～

中期経営計画中期経営計画

名称：ＴＯＨＯ変革ビジョンＴＯＨＯ変革ビジョンＴＯＨＯ変革ビジョンＴＯＨＯ変革ビジョン２００３２００３２００３２００３
【計画期間：平成15年4月1日～平成18年3月31日】

メインテーマ：高収益体質への自己変革高収益体質への自己変革高収益体質への自己変革高収益体質への自己変革

経営目標 経営指標

経営目標実現に向けた自己変革モデルの実行

リスク管理体制・法令遵守態勢・内部統制機能の高度化

コーポレート・ガバナンスの強化

●コア実質業務純益 １５０億円以上
●自己資本比率 ９．０％以上
●不良債権比率 ６．０％以下
●ＯＨＲ（※） ７０．０％以下

●収益強化型ビジネスモデルの確立
●資産内容の健全化促進
●経営インフラの再構築
●リレーションシップバンキングの機能強化

目指すべき銀行像（長期ビジョン）目指すべき銀行像（長期ビジョン）

株主の皆さま お客さま 市 場地 域

※コア業務粗利益に占める経費の割合
１６



３．中期経営計画の進捗状況３．中期経営計画の進捗状況

8.4

7.2

6.0%以下

6.7

15/3 16/3 17/3 18/3計画

％

8.4
8.7

10%以上
10.2

15/3 16/3 17/3 18/3計画

％

自己資本比率コア実質業務純益

139

145

138

150億円以上

15/3 16/3 17/3 18/3計画

億円

不良債権比率

72.2

70.9
71.7

70.0%以下

15/3 16/3 17/3 18/3計画

％

ＯＨＲ（コア業務粗利益に占める経費の割合）

目標
6.0％

目標
150億円

目標
9.0％

目標
70.0%
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クレジットスコアリング等を活用した新しい審査体制の構築 ⇒ スピード回答

事業性貸出先数の推移

16,578

17,256

15,838

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

15/3 16/3 17/3

先

４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて

スコアリング等を活用した商品の残高推移

0

243

391

0

250

500

15/3 16/3 17/3

億円

貸出金利回りの推移

2.03 2.06 1.99

2.05
2.12

2.22

1.00

1.50

2.00

2.50

15/3 16/3 17/3

％

総貸出金利回り

国内コア貸出金利回り

（１）事業性貸出部門の収益増強への取組み

適正プライシング実現

収益力強化

信用リスクに見合った金利体系の導入 ⇒ 適正プライシングの実現

お取引先の開拓

渉外力の強化やビジネスローンプラザ設置により新規のお取引先を開拓

新しい審査体制の構築

367億円350億円351億円

17年度（見込み）16年度15年度

【国内コア貸出金の利息額】

+1,418先

事業性貸出金の適正プライシ
ングを進めているが、消費者
ローンの増加に伴い、国内貸
出金利回りは低下
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４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて

●ビジネスローンプラザ郡山支店の取組実績

ビジネスローンプラザ郡山支店は、東北地方では初めてとなる、中小
企業および個人事業主を対象とした事業性融資専門店として、平成１６
年４月に開設いたしました。

当店では、店頭での相談業務・事業性融資の申込み受付に加え、電
話・ＦＡＸ・インターネット等のダイレクトチャネルを活用し、これまで当行と
お取引いただけなかったお客さまでも気軽に相談できる環境づくりに努
め、 地域に密着した新しい形態での営業を推進しております。

（ビジネスローンプラザ郡山支店開設）

【相談実績】

4,428百万円総金額629件総件数

【相談件数内訳】

新規・既存別地域別チャネル別

電話
379件
60.3%

店頭
159件
25.3%

インターネット
9件

1.4%

FAX
82件

13.0%

〒963-8875 福島県郡山市池ノ台16-23
ＴＥＬ ０１２０－１０４７－１７
ＦＡＸ ０１２０－１０４－９１９

福島県内
621件
98.7%

福島県外
8件

1.3%

新規お取引先
581件
92.4%

既存お取引先
48件
7.6%

ビジネスローンプラザ（事業性融資専門店）の機能強化

１９



４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて

（２）消費者ローン部門の収益増強への取組み

○スピード審査・回答体制の確立

・住宅ローン自動審査システムの導入

・一般消費者ローン自動審査システム
の高度化

○県内５カ所へのローン専門拠点の配置

・ローンプラザ支店（独立店舗）
福島、会津、須賀川

・ローンセンター（併設店舗）
郡山、いわき

平成１７年度目標
５，１００億円

【主なローン商品】
○住宅ローン関係
・「プラス５（ファイブ）」
住宅新築・購入、リフォーム、借換
資金と ローン・クレジットな どの
おとりまとめ資金

・「きらら」
女性専用の住宅ローン（住宅新築・
購入、リフォーム、借換資金など）

○一般消費者ローン
・カードローン（ＴＯＨＯモビットなど）
・オートローン
・教育ローン
・ブライダルローン、メモリアルローン
・お買物ローン
・スーパーデジタル家電ローン
・おとりまとめローン

消費者ローン残高の推移

3,477
3,942

4,238

4,914

4,583
4,113

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

15/3 16/3 17/3

住宅ローン 一般消費者ローン（億円）
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４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて

（３）役務収益増強への取組み

投資信託や生損保の窓販、ＡＴＭ提携の拡大などの新しい業務が収益増加に貢献

○新しい業務による要因 ＋ ９億円

◇投信窓販 ＋２．５億円
◇保険窓販 ＋１．８億円
◇ＡＴＭ ＋４．４億円

１４年度⇒１６年度の
役務取引等収益増加額 １１億円

○従来業務による要因 ＋ ２億円

◇受入為替手数料 ▲１．８億円
◇商品有価証券（国債窓販） ＋１．７億円
◇口座振替 ＋０．７億円

平成１７年度
役務取引等収益目標

１０２億円

預
か
り
資
産
の
増
強

福島駅前支店２階
お金運用プラザ

ローンプラザ須賀川支店
資産運用相談コーナー

資産運用・年金等の
専門的な相談窓口の

機能強化

役務収益の推移

50

75

100

14年度 15年度 16年度

億円
従来業務 ＡＴＭ関連 投信・保険

88
93

99
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４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて４．収益強化型ビジネスモデルの確立に向けて

物件費推移

146 150億円以下151
145

0

50

100

150

200

14年度 15年度 16年度 17年度計画

億円

その他
ｼｽﾃﾑ経費

（４）経費圧縮への取組み

少数精鋭の人員体制の構築

198
192

176
181

1,845

2,173

2,047
1,961

170

180

190

200

15/3 16/3 17/3 18/3計画

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

人件費 人員数

物件費の圧縮

システム開発等の戦略的投資に前向きに取組む一方、一般物件費削減により物件費総体は圧縮

ライフプランに合わせた
雇用形態の多様化

成果主義人事制度の定着化

効率化による生産性の向上

平成１７年度末

ＯＨＲ
７０％以下

投資圧縮プログラム

各種業務のアウトソース
による効率化推進

物件費削減プログラム

1,850人体制の実現と各種施策の実行により、少数精鋭の人員体制を構築

（関連会社宛事務委託料を除く）

億円 人
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５．資産内容の健全化促進に向けて５．資産内容の健全化促進に向けて

不良債権の処理促進への取組み

不良債権の発生防止への取組み

不良債権のオフバランス化の状況 不良債権の回収促進

○与信管理室による
指導の強化

○業務遂行能力向上に
向けた研修会・協議
会の開催

経営サポートチームの
取組み強化

企業経営支援室の
取組み強化

指定企業・指定業種の
管理強化

○融資部内の専担部署
として経営支援活動
を展開

○行員の経営支援スキ
ル・意識の高揚に向
け営業店指導を実施

○融資管理部内の専担
部署として事業再生
支援活動を展開

○経営協議会の開催や
政府系金融機関等と
の連携を実施

○業種別与信方針策定

○特に業態管理が必要
な先に対する経営サ
ポートチームとタイ
アップした対応を実
施

平成１７年度末
不良債権比率
６．０％以下

不良債権オフバランス化の推移

289289

192

0

100

200

300

14年度 15年度 16年度

億円

不良債権比率の推移

8.45

7.27
6.73

6.0以下6.63

5.01
5.46

4

5

6

7

8

9

15/3 16/3 17/3 18/3計画

不良債権比率 部分直接償却後
（％）

１４～１６年度の３年間で
累計７７１億円

３６６先の経営改善支援に取組み、７０先の債務者区分が上昇

●主な企業再生の実施スキーム

・営業譲渡（ＬＢＯ方式）による事業再生

・産業再生機構を活用した事業再生

・事業分割・営業譲渡による事業再生

・再生ファンドを活用した事業再生

・福島県中小企業再生協議会との連携

による事業再生

２３



６．リレーションシップバンキングの機能強化に向けて６．リレーションシップバンキングの機能強化に向けて

創業・新事業支援機能強化に向けた取組み

取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

○ 創業・新事業の案件相談
○ 産学官との連携強化の取り組み
○ 行内での“目利き”研修の実施

○ 投資ファンド（東北インキュベーション

投資事業有限責任組合）への出資
・積極的な地元企業の紹介により
２社に対する出資が決定

○ 日本政策投資銀行との連携

○ 行政機関との連携
・ （財）福島県産業振興センター

・地域中小企業支援センター 等
○ 学術面での連携

・福島大学地域創造支援センター

・会津大学、東北大学、日本大学等
○産業ｸﾗｽﾀｰｻﾎﾟｰﾄ金融会議参加

ビジネスサポートチームの設置 ベンチャーファンドの整備 産学官連携による案件発掘

○ 情報サイト｢とうほうビジネス情報サービス｣の構築
・１７年３月末 申込件数 ３，６１６件

○ 次世代経営者向け勉強会「東邦ビジネスカレッジ」の開催
・参加者２６名

○ 「新入社員研修会」の開催
・参加企業１４６社 参加新入社員７７０名

○ 経営者向け講演会の開催
・参加者１８０名

○ 各種勉強会等への講師派遣
○ 各種業界に関する「ビジネスレポート」の提供

情報の提供

○ 行内情報掲示板の作成
・１７年３月末登録件数 １９５件

○ ｢とうほうビジネス情報サービス｣によるＣＮＳ情報サイトへの
営業斡旋
・１７年３月末登録件数 ４０件

○ 地方銀行情報ネットワークの活用
・１７年３月末までの情報受発信 ２３件

○ 東北最大の展示商談会「ビジネスクリエーション東北２００４」
への共催参加

★ ビジネスマッチング成約件数 １７年３月末まで８１件

ビジネスマッチングの仕組み整備

２４



６．リレーションシップバンキングの機能強化に向けて６．リレーションシップバンキングの機能強化に向けて

要
注
意
先

うち債務者区分上昇先うち経営改善支援取組先15/4時点での債務者数

７０３６６１５，８３６合 計

１４６破綻先

１９２８６実質破綻先

４４９３１９破綻懸念先

４２８１２６３要管理先

２３１７８２，７４７その他要注意先

４９１２，０７５正常先

早期事業再生に向けた積極的な取組み（取引先企業の経営支援・再生支援）

経営シミュレーションソフトの活用

外部の専門コンサルタントの紹介

経営改善計画の策定等を支援経営サポートチーム
地元の

経営改善取組先
企業

企業の業績向上

債務者区分のランクアップ

企業経営支援室
地元の

事業再生取組先
企業

最適なスキームを紹介・適用

企業の事業再生

債務者区分のランクアップ
経営改善支援の取組み実績

再生ファンドの組成政府系金融機関 連携 支援

【１５年４月～１７年３月】
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６．リレーションシップバンキングの機能強化に向けて６．リレーションシップバンキングの機能強化に向けて

●地元温泉街活性化への取組み

福島県内には多数の温泉地があり、地域の重要な地場
産業の一つとして、今後の活性化が期待されております。

しかし、個々の温泉旅館（点）に対する経営支援だけでは
自ずと限界があり、温泉街全体（面）の活性化につながる再
生支援が必要であるとの認識のもと、会津芦ノ牧温泉の旅館
において、日本政策投資銀行との共催による「２１世紀の東
北の温泉街を考えるシンポジウム」を開催いたしました。

このシンポジウムは、２日間にわたって行われ、延べ５００
人のご参加をいただきました。

その中で、東京大学の西村教授、福島大学の飯田教授
による基調講演を実施後、東北各地の温泉街において活性
化運動に積極的に取組んでおられる旅館経営者の方々や
産業再生機構よりパネラーの出席をいただき、パネルディス
カッションを実施いたしました。

当行では、こうした取組みや幅広い経営支援活動を通し
て、地元温泉街の活性化等に積極的に貢献できるよう努力
してまいります。

個別企業（点）の再生から地域経済（面）の活性化へ

（会津芦ノ牧温泉）

（パネルディスカッション）
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７．地域貢献への取組み７．地域貢献への取組み

財団法人東邦銀行文化財団の運営

社会貢献者表彰制度

「ふくしまスチューデント・シティ」
への協賛・ボランティアの派遣

「ふくしま駅伝」への協賛

「公益信託うつくしま基金」の
助成先募集

「小さな親切」運動の実施

地域経済活性化への取組み状況 地域への各種支援活動の状況

取引先企業の事業再生支援
（県中小企業再生支援協議会との連携等）

海外進出企業への支援
（貿易実務講座の開催）

関連シンクタンクとの連携
（（財）福島経済研究所の活用）

各種勉強会等への講師派遣
取引先企業向け社員研修会の開催

取引先企業の業績向上支援
（経営サポートチーム）

創業・新事業・経営支援
（ビジネスサポートチーム）

地元温泉街の再生
（“点”の経営支援から“面”の活性化へ）

２７



本資料には、将来の業績に係る記述が含まれています。
こうした記述は、将来の業績を保証するものではありません。
将来の業績は、経営環境等の変化等により異なる可能性

があることにご留意ください。

＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５
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